
陸上貨物運送事業者・荷主等（陸上貨物の荷主、配送先、元請事業者）の皆さま

荷役作業での労働災害を防止しましょう！
～陸上貨物運送事業における労働災害が増加しています～

江戸川労働基準監督署（R6.5）

令和５年、江戸川労働基準監督署管内の陸上貨物運送事業における労働災害（休業４日以上）は、

100 件（前年比 12.4％増）発生しています。

陸上貨物運送事業における労働災害の傾向

災害は増加傾向 ７割が荷役作業で発生

年間約16,000人が被災しています。 年間約10,000件の災害が
荷役作業で発生しています。

※令和２年の死傷者
数15,815人のうち、
無作為に1,000件を
抽出し、集計した
もの

※内訳は作業内容
（令和２年）出典：労働者死傷病報告(休業４日以上）、死亡災害報告

（新型コロナウイルスり患による労働災害を除く）
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＜陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン＞
このガイドラインは、陸運業に従事する労働者の荷役作業での労働災害を防止するために、

陸運事業者、荷主、配送先、元請事業者などが取り組むべき事項を具体的に示したものです。
陸運事業者は、このガイドラインを指針として、労災防止対策の積極的な推進に努めること
が求められます。
また、「運送の都度、荷の種類、荷役場所や施設・設備などが異なる場合が多い」「荷主先
での荷役作業については、労働者に直接、指示や支援をしにくい」といった荷役作業の特徴を
踏まえ、荷主等（荷主、配送先、元請け事業者など）にも荷役作業の安全対策について協力を
求めています。

死傷者数

死亡者数



■ 荷役作業の安全対策ガイドラインのポイント

（一部改正 令和5年3月28日付け基発0328第1号）

改正労働安全衛生規則
（昇降設備の設置）
（保護帽の着用）
（テールゲートリフター
操作にかかる特別教育）

への対応も忘れずに！

（リーフレット）

(※)改善基準告示：自動車運転者の
労働時間等の改善のための基準

（リーフレット） （全文）



令和３年

昇降、作業場所を安全に

保護具等を着実に

<昇降設備、作業足場等の設置>
①荷台への昇降は、
昇降設備、踏み台
等を使用する。
②荷や荷台、運転席
への昇降(乗降)は、
手足の三点確保を
実行する。

<保護具の使用>
①墜落制止用器具を取り付ける設備が
ある場合は、墜落高さに応じた墜落
制止用器具を使用する。
②保護帽は墜落時保護用を着用する。
③滑りやすい場合は、耐滑性のある靴
(Fマーク)を使用する。



荷主等（陸上貨物の荷主、配送先、元請事業者）の皆さまも！


